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ＯＴＣ類似薬の医療保険適用継続を求める意見書  

 

医師の処方箋なしに薬局やドラッグストアなどで購入できる医薬品（ＯＴ

Ｃ薬）とほぼ同じ有効成分や効能を持ちながら、医師の処方箋を必要とする

ＯＴＣ類似薬について、保険の対象からはずそうとする動きが急速に強まっ

ています。今年１０月に自民党と日本維新の会との間で締結された「連立政

権合意書」では、ＯＴＣ類似薬の保険適用外しなど、医療費４兆円削減など

の具体的な制度設計を今年度中に実現すると明記されました。１０月２４日

に行われた高市早苗内閣総理大臣の所信表明演説でも、「ＯＴＣ類似薬を含む

薬剤自己負担の見直し」を検討すると表明しました。  

 報道された埼玉県内の事例では、皮膚の難病である魚鱗癬（ぎょりんせん）

の患者について、現在の１年間の薬代が約３万円なのに対し、ＯＴＣ類似薬

が保険適用外になった場合、患者家族の試算では年間約８２万円と、約２７

倍の負担増になります。この患者は「大切な薬が保険適用から外されれば、

薬代を払えないために病気が悪化して、日常生活が送れなくなる」と話して

いるとのことです。  

 保険外しが検討されている対象は解熱鎮痛薬、ステロイド軟こう、湿布、

保湿剤など、医師が頻繁に処方している薬です。治療に欠かせない薬を保険

適用から外してしまえば、市場価格の薬を「買える力」の有無で治療内容が

左右されてしまうことになりかねません。医師の立場からも、患者の経済状

況を心配せずに必要な薬を処方できなくなる可能性があります。  

 よって、国においては、国民の生命と健康に重大な問題を引き起こしかね

ないＯＴＣ類似薬の保険外しはやめ、引き続き保険を適用するよう、強く求

めます。  

 

以上、地方自治法第９９条に基づき意見書を提出する。  
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